
PICK UP NEWS ２０２1年度の実地教育が、遠隔授業等で始まりました。
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教職実践演習（４年次）

大学入門ゼミ 小豆島一日研修（１年次） ICTを活用した出前授業（２年次生）

教育実習（３・４年次）教育実践プレ演習（２年次）
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本校の研究について
附属特別支援学校

研究主題 「育てたい力」の育成をめざすカリキュラム・マネジメント
～小・中・高のつながりを意識した学習内容の充実をめざして～

特別支援学校学習指導要領の中で、障害のある人のライフステージ全体を豊かなものとするために、学

校教育段階から将来を見据えた教育活動の充実を図ることが示されています。そこで、本校の子どもたち

に「育てたい力（＝自立して生きる基盤となる力）」の育成につながるカリキュラム・マネジメントを行

うこととし、学習指導要領の改訂の方向性でもある「何が

できるようになるか」「何を学ぶか」「どのように学ぶか」

の視点で、研究を進めています。「育てたい力」を育むため

に、それぞれの発達段階に応じた学習内容を検討するととも

に、小・中・高の系統性をもたせ、それらの学びが卒業後の

豊かな生活へとつながる授業改善、教育課程の検討をめざし

ています。

今年度は、小・中・高の学部を越えた縦割り班で授業検討

や討議を行い、他学部の取組を知ったり、学びのつながりを

意識して学習内容を見直す視点をもったりすることができました。そこでの意見も参考にしながら、学部

の年間指導計画の見直しを行っています。

今年度見直した教育課程を来年度の実践の中で評価していくことや、何ができるようになったか、学習

成果を的確に捉え、個別の共動支援計画の評価・改善と教育課程の改善をつなげていくことは、今後の課

題として取り組んでいきたいと考えています。

図１ 本校の研究でめざすもの

平成30年度 国立大学教育実践研究関連センター協議会 報告

第93回国立大学教育実践研究関連センター協議会は、平成30年９月27日(金)に宮城教育大学を会場として開催されま
した。開会では、東原会長と会場校である宮城教育大学 前田副学長様より挨拶がありました。

その後、「震災伝承と防災人材育成－教員養成に向けられた期待－」と題して、宮城教育大学 防災教育未来づくり総
合研究センター 小田隆史先生よりご講演をいただきました。ご講演では、防災リテラシーを有する教員をいかに育てる
かについて、東日本大震災を教訓に進められている宮城教育大学の多様な取り組みが紹介されました。近年大きな災害
に遭うことのない香川県の大学であっても、防災リテラシーを有する教員養成が喫緊の課題であることを痛感させられ
ました。

昼食をはさみ午後からは、前回の議事録確認、各部門会議からの報告、会計に係る報告、2017年度事業の部門報告な
らびに2018年度事業計画について報告がありました。その後13時50分より、各センターの報告と連絡がありました。各
大学センターの役割や組織が多様化していることをうかがわせる情報共有・交流の場となりました。

閉会後に部門会議が開催されました。教育工学・情報教育部門では、小学校におけるプログラミング教育の実施に向
けた教員養成大学としての対応などについて、各大学の取り組みについて情報交換が行われました。(文責：松下幸司)

第94回国立大学教育実践研究関連センター協議会は、平成31年２月15日(金)に東京学芸大学を会場として開催された。
開会では、東原会長の挨拶、中島東京学芸大学副学長の挨拶があった。議事・報告では、前回の議事録確認、各部門報
告、会計報告があり、新年度からの役員体制について提案があった。議論では、とりわけ現在教職大学院をはじめとす
る各大学での様々な改組によるセンターの位置づけの曖昧さ（他の組織に再編、等）の中、本会議が今後どのような役
割を担っていくのかが問われた。こうしたことも受け、その後の東原会長の講演では、センター協議会設立からの動向
や歴史がレビューされ、その上で、近年のSociety 5.0をめぐる動向を踏まえつつ改革していくことが重要なのではとの
認識が示された。そしてこの観点から、2019年度に議論していくことになった。これまでの３部門体制も見直し、2020
年度より新しいセンター協議会として動きだしていくことになると思われる。

午後からは、各センターの動向について情報交流会が行われ、参加全センターからそれぞれの現在の状況、改組情報、
センターが抱えている課題、今後の見通し等の報告があった。どの大学も教職大学院の拡充に伴う再編が行われ、人の
動きや職務内容も大きく変わろうとしているようである。その中で香川大学は、教職支援や学部の実地教育に力を注い
でおり、ここに他の大学とは異なる独自性を感じ取ることができた。今後も他大学との情報交流を密にとっていくこと
の重要性を感じた。なお、情報交流会に先立ち、急遽「センター紀要」の在り方について静岡大学より問題提起があり
意見交換が行われた。実践研究とは何か、が問われているように思われた。

閉会後に部門会議が開催された。参加した教育実践・教師教育部門では、上述の情報交換会の内容をより深めるかた
ちで、各大学との情報交流を行った。 （文責：山岸知幸）
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『香川大学教育実践総合研究』第40号は2019年11月29日（金）原稿受付締切、第41号は
2020年５月29日（金）原稿受付締切予定です。以下投稿要領をご参照の上、奮ってご投稿ください。

香川大学教育実践総合研究 投稿要領
１（投稿の要領）

香川大学教育実践総合研究（以下「教育実践総合研究」という。）への投稿については、「香川大学教育学部研究報告規程」による他、
この要領の定めるところによる。
２（投稿の内容）
教育実践総合研究は、教科教育、教育臨床など広く教育実践に関する独創的な研究論文・実践報告、資料（研究ノート、研究動向の紹
介など）及び香川大学教育学部附属教職支援開発センターの活動報告などを掲載する。
３（投稿者）
教育実践総合研究に投稿できる者は、「香川大学教育学部研究報告規程」による他、香川大学教育実践総合研究編集会議（以下、「会
議」という。）が特に依頼した者とする。
４（投稿原稿の提出方法）
投稿原稿は、完成原稿とし、原則として電子文書で作成し、印刷原稿２部と、その電子ファイルを会議に提出する。
５（投稿原稿の長さ）
投稿原稿の長さは、刷り上がり１４頁（１頁は２１字×４２行×２段）以内を原則とし、偶数頁になることが望ましい。超過する場合
は、会議の議を経て認めることがある。
６（刷り上がり１頁目の形式）
刷り上がり１頁目は、和・英文のタイトル・著者名・所属（所在地）、和文要旨（200字）及びキーワード（５語）を含むものとする。
７（投稿原稿の取り扱い）
投稿された論文等は査読を行い、会議においてその取り扱いを次のいずれかに決定する。
査読者については、会議において決定する。
（１）採 録
（２）条件つき採録
（３）返 戻
８（校 正）
校正は原則として３校までとし、投稿者において速や
かに行うものとする。その際、印刷上の誤り以外の訂
正、挿入、削除は原則として認めない。

附則
本要領は、平成１６年４月１日から適用する。

附則
本要領は、平成１７年１２月１４日から施行し、
平成１７年１１月９日から適用する。

附則
本要領は、平成１９年４月１日から施行する。

附則
本要領は、平成２７年４月１日から施行する。
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＜平成30年度＞
10月16日（火） 第六回専任会議
10月19日（金） 教育実践集中講座（第二期１回目）
10月20日（土） 公開講演会
10月24日（水） 教育実践プレ演習第四回全体授業
11月13日（火） 第七回専任会議
11月19日（月） 教育実践集中講座（第二期２回目）

教育実践集中講座（第二期３回目）
11月21日（水)   教育実践演習第七回全体指導
11月22日（木） 教育実践集中講座（第二期４回目）
11月28日（水） 教育実践演習第八回全体指導

教育実践集中講座（第二期５回目）
11月30日（金） 教育実践集中講座（第二期６回目）
12月３日（月） 教育実践集中講座（第二期７回目）
12月６日（木） 第三回編集会議

教育実践集中講座（第二期８回目）
12月10日（月） 教育実践集中講座（第二期９回目）
12月11日（火） 第八回専任会議
12月12日（水） 教育実践集中講座（第二期10回目）
12月21日（金） 第四回編集会議

１月15日（火） 第九回専任会議
第五回編集会議
教育実践集中講座（第二期11回目）

１月21日（月） 教育実践集中講座（第二期12回目）
教育実践集中講座（第二期13回目）

１月23日（水） 第六回編集会議
１月28日（月） 教育実践集中講座（第二期14回目）
２月13日（水） 第一回教職支援推進部門会議
２月15日（金） 第94回国立大学教育実践研究関連

センター協議会
２月19日（火） 第十回専任会議
２月20日（水） 第一回教育開発推進部門会議
２月21日（木） 第一回実地教育推進部門会議
３月４日（月） 第19回学部・附属学校園教員合同研究集会
３月５日（火） 第十一回専任会議
３月７日（木） 第二回運営委員会

＜平成31年度＞
４月10日（水） 特別支援教育実践演習全体指導
４月11日（木） 教育実践演習 第一回全体指導
４月16日（火） 第一回専任会議
４月18日（木） 教育実践演習 第二回全体指導

教職支援開発センター活動報告 （2018/10/01～2019/04/20)

編集の関係上、本号(第７号)が皆様のお手元に届くまで
時間を要しましたこと、お詫び申し上げます。


